
物流政策アドバイザリー会議について  

交通政策基本法（H25.12公布・施行） 

総合物流施策大綱（2013-2017） 
（H25.6 閣議決定） 

官民連携で物流業界の具体的・横断的なテーマについて議論。 

 

 

 

日本物流団体連合会における検討 

物流政策アドバイザリー会議 

○学識経験者に加えて、物流事業関係者、荷主企業関
係者等の実務に精通した方々を交えて、高度で専門的
な視点から、物流を取り巻く現状と課題を議論し、物流
政策の企画立案に反映していく。 

「物流施策推進プログラム」（H25.9）について、
毎年度実施状況をフォローアップし、改訂。 

総合物流施策推進会議 

交通政策基本計画 

※当初は上記２点を中心に議論を行う。以降の検討課題 

    案として以下のテーマが考えられる。 

   ・地場産業の物流面からの輸出支援 

   ・過疎地域の物流ネットワーク維持 

   ・物流企業の国際展開 

   ・物流産業の構造改善 

   ・東京オリンピック・パラリンピック対策  等 

検討課題 

連携 

・「労働力不足問題」 

・「国際海上物流の改善」 

○専門アドバイザー 
   実務に精通した方々に、その時々の検討事項に応じて  
   議論に参画いただく。 

構成メンバー 

○常任アドバイザー 

  すべての検討課題についての議論に参画いただく。 

平成27年度概算要求等に反映 

反
映 

会議趣旨 

豊かな国民生活の実現、国際競争力の強化、
地域の活力の向上、大規模災害への対応等
の観点から、物流を含む交通に関する施策の
基本的方針、目標、講ずべき施策等を策定。 

反
映 

 

 

 

反
映 

資料１ 


